
 

科目 科目
　【流動資産】 【 1,941,328,132 】 　【流動負債】 【 1,463,932,047 】
　　現  金 1,358,952 　　支払手形 20,736,625
　　当座預金 240,446,393 　　輸入手形 480,598,025
　　普通預金 83,822,526 　　買掛金 292,088,273
　　定期積金 16,000,000 　　1年内返済長期借入金 555,833,000
　　外貨預金 1,042,064 　　1年内償還予定社債 32,000,000
　　郵便貯金 356,039 　　未払金 43,251,703
　　受取手形 18,004,668 　　未払費用 366,965
　　売掛金 1,001,788,375 　　前受金 5,847,978
　　商  品 99,340,375 　　未払消費税 4,687,500
　　貯蔵品 260,347 　　預り金 2,122,471
　　前渡金 15,896,901 　　未払法人税等 10,189,700
　　前払費用 8,215,760 　　賞与引当金 16,209,807
　　短期貸付金 415,000,000 　【固定負債】 【 1,574,666,000 】
　　立替金 16,741,459 　　長期借入金 1,516,666,000
　　仮払金 21,515,113 　　社  債 58,000,000
　　未収入金 14,215,304 　　負債の部合計 3,038,598,047
　　繰延税金資産 14,736,407
　　貸倒引当金 △ 27,412,551
　【固定資産】 【 1,849,244,351 】
　（有形固定資産） （ 555,450,307 ） 科目
　　建  物 238,708,276 【株主資本】 【 748,949,123 】
　　建物附属設備 15,699,693 　【資本金】 【 125,000,000 】
　　車両運搬具 3,735,953 　【資本剰余金】 【 4,500,000 】
　　工具器具備品 2,696,675 　　資本準備金 4,500,000
　　一括償却資産 44,800 　【利益剰余金】 【 619,449,123 】
　　土  地 294,564,910 　　利益準備金 29,730,000
　（無形固定資産） （ 43,122,661 ） 　（その他利益剰余金） （ 589,719,123 ）
　　電話加入権 1,100,825 　　別途積立金 500,000,000
　　のれん 20,952,383 　　繰越利益剰余金 89,719,123
　　ソフトウェア 21,069,453 　（うち当期純利益） （ 20,586,614 ）
　（投資その他の資産） （ 1,250,671,383 ） 【評価・換算差額等】 【 3,025,313 】
　　投資有価証券 35,956,200 　【その他有価証券評価差額金】 【 3,025,313 】
　　出資金 3,100,000
　　関係会社株式 938,440,741
　　長期前払費用 16,786,722
　　差入保証金 4,722,124
　　敷  金 117,000
　　保険積立金 247,331,842
　　預託金 48,490
　　破産更正債権等 10,556,133
　　貸倒引当金 △ 10,556,133
　　繰延税金資産 4,168,264 　　純資産の部合計 751,974,436
　　資産の部合計 3,790,572,483 　　負債・純資産の部合計 3,790,572,483
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個 別 注 記 表 
 
Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1．資産の評価基準及び評価方法 
(1)有価証券 
①子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法 
②その他有価証券 
  時価のあるもの…………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法 
             により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
  時価のないもの…………移動平均法による原価法 
 

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法 
    商品……………………………………移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に 

基づく簿価切下げの方法により算定） 
    

2．固定資産の減価償却の方法 
 (1)有形固定資産  定率法（ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）に 
          ついては定額法）を採用しております。 
          なお、おもな耐用年数は以下の通りであります。 
          建物…………………6 年～31 年 
          車両運搬具…………6 年 
          工具器具備品………4 年～20 年 
 
 (2)無形固定資産  定額法を採用しております。 

なお、おもな耐用年数は以下の通りであります。 
          自社利用のソフトウェア…5 年 
          のれん………………………5 年 

 
3．繰延資産の処理方法 

(1)社債発行費  一括償却しております。 
 

4．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
   外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して 
  おります。 
 
5．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 
   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
 
(2)賞与引当金 

   従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上して    
おります。 

 
 
 



6．ヘッジ会計の方法 
(1)ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充た

している場合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には特例処理

を採用しております。 
   

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 
   ヘッジ手段……金利スワップ取引、為替予約 
   ヘッジ対象……借入金、製品輸入による外貨建買入債務 
 
  (3)ヘッジ方針 
   金利リスク及び為替変動リスク低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。 
   

7．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 
 消費税等の会計処理 
  消費税および地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。 

 
 
Ⅱ 誤謬の訂正に関する注記 

 当事業年度において、過年度における売掛金残高に誤りがあることが判明したため、誤謬の訂正を行

っております。 
 これにより、当事業年度の期首における繰越利益剰余金が 2,125 千円減少しております。 

 
 
Ⅲ 株主資本等変動計算書に関する注記 
 1．当事業年度の末日における発行済株式の数  1,735 株 
 
 2．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 
  平成 27 年 6 月 29 日の定時株主総会において次の通り決議されました。 

① 配当金の総額     17,350,000 円 
② 1 株当たりの配当額  10,000 円 

   ③ 基準日        平成 27 年 3 月 31 日 
   ④ 効力発生日      平成 27 年 6 月 30 日 
 
 3．当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 
  平成 28 年 6 月 29 日の定時株主総会において次の通り決議を予定しております。 
   ① 配当金の総額     17,350,000 円 
   ② 配当金の原資     利益剰余金 
   ③ 1 株当たりの配当額  10,000 円 
   ④ 基準日        平成 28 年 3 月 31 日 
   ⑤ 効力発生日      平成 28 年 6 月 30 日 
 
 
Ⅳ 1 株当たり情報に関する注記 
   1 株当たり純資産額     433,414 円 66 銭 
   1 株当たり当期純利益     11,865 円 48 銭 


